
 

 

 

 

株式会社七十七銀行（頭取 小林 英文）では、「７７ＳＤＧｓ支援サービス」を通じ

て、株式会社石井電気工事（以下、「当社」といいます。）の「ＳＤＧｓ宣言書」の策

定を支援いたしましたので、下記のとおりお知らせします。 

当行は、持続可能な社会の実現に向け、地域金融機関として企業の「ＳＤＧｓ」への

取組みを支援してまいります。 
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企業名 所在地 事業内容 

株式会社石井電気工事 

（代表取締役 石井 菊夫） 
福島県田村郡小野町大字浮金字羽柳３９ 建設業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注．当社の「ＳＤＧｓ宣言書」については、別紙のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社石井電気工事の「ＳＤＧｓ宣言書」の策定支援について 

News Release 2022年 5月 20日 

七十七グループは持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を支援しています。 
  もっと、ずっと、地域と共に。 

（企業概要） 

当社は、1977年創業の電気工事業者であり、行政機関および民間事業等の建設に

関わりのある電気工事全般並びに再生可能エネルギー事業を行っております。このほ

かにグループとして土木工事並びに各種改良工事を行い、管理業務から施工管理まで

一貫した対応を可能とするバックアップ体制を構築しております。【初心を忘るべか

らず】・【技術は一生の宝である】・【子供たちの未来のために】をキャッチフレー

ズに、常に技術と知識の向上を図り、謙虚で健全に、そして確実な結果を結び付けて

参ります。『電気』というライフラインを通して人との繋がりを大切にし、新しいエ

ネルギー普及に取り組むとともに、快適で安心安全な環境づくりや地域貢献等を通し

て、持続可能で平和な地域社会の実現に貢献して参ります。 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals） 

2015年9月に、国連に加盟する全ての国が全会一致で採択した国

際目標であり、17のゴールと、169のターゲットから構成されてい

ます。 

七十七グループは2020年7月に「七十七グループのＳＤＧｓ宣言 

～ もっと、ずっと、地域と共に。～」を表明し、ＳＤＧｓに対する

取組みを更に強化するため、2021年10月に「ＳＤＧｓ実践計画」を

策定しました。 



取組
カテゴリ

SDGs達成に向けた
重点的な取組テーマ

取り組みの内容
関連が強い

SDGsゴール

製品

サービス

社会課題解決への貢献

環境配慮製品

脱炭素社会の実現に向けた再生可能エネル
ギーの普及に取り組み、クリーンな環境づく
りに貢献しています。
 当社は、再生可能エネルギー事業を柱とし、未

来創造実現へと邁進しております。今後も脱炭
素社会の実現およびクリーン環境整備を掲げ、
普及に全力で取り組んで参ります。

人権・労働

ハラスメントの禁止

メンタルヘルス

健康経営

現場作業中の安全確保はもとより、職場内の
ハラスメント発生を防止し、大切な従業員の
メンタルヘルス維持に向けた取り組みを行っ
ています。
 年2回の個人面談、ストレスチェックの実施
 健康維持やメンタルヘルス疾患の予防に向けた

各種休暇の整備

会社の大切な資産である従業員への健康投資
を推進することで、従業員の活力向上や生産
性向上等を通した組織活性化に従業員の健康
づくりを支援し、組織のさらなる活性化に努
めます。
 「ふくしま健康経営優良事業所２０２１」、

「健康経営優良法人２０２２（中小規模法人部
門）」に認定

社会貢献

地域貢献

地域資源の積極利用

地域の防災・防犯

地域の教育の場づくり

地域資源の積極利用や地域と一体となった防
災・防犯対策、次世代を担う人材への教育等
を通して、持続可能な地域づくりに貢献して
います。
 地元飲食店の積極利用
 事務所周辺への防犯カメラ設置
 地域や従業員の子供たち向け職場見学会を開催

コミュニ

ケーション
情報開示

SDGs達成に向けた自社の取組を積極的に公
表し、持続可能な企業を目指します。
 ホームページなどによる情報開示の強化

当社はSDGsの内容を理解し、SDGs達成に向けた取組を下記のとおり宣言します。

SDGs宣言書

株式会社石井電気工事
2022年5月20日

SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）は、持続可能な開発のために国連が定めた国際目標です。2030年までに
世界において解決すべき17のゴールを定めています。SDGsは、2030年の未来の「あるべき姿」もしくは私たちが直面している社会課題が、
分かりやすく・バランス良く「見える化」されたものであり、企業がその経営や未来の姿を検討する際に役立つツールと言えます。
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